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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第115期

第１四半期累計期間
第116期

第１四半期累計期間
第115期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (百万円) 3,033 2,811 10,975

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △6 98 220

四半期(当期)純利益又は四半期
純損失(△)

(百万円) △6 60 142

持分法を適用した
場合の投資利益

(百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 1,510 1,510 1,510

発行済株式総数 (千株) 15,400 15,400 15,400

純資産額 (百万円) 7,916 8,224 8,210

総資産額 (百万円) 15,466 14,657 14,707

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△)

(円) △0.40 3.93 9.30

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 2

自己資本比率 (％) 51.2 56.1 55.8

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．当社は持分法の対象となる関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については記載し

ておりません。

３．売上高には消費税等は含まれておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第115期第１四半期累計期間は、１株当たり

四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第116期第１四半期累計期間及び

第115期会計年度は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。　

　

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、昨年末の新政権誕生以降の経済・金融政策により、円安

・株高が進行し、景気回復への期待感が高まっております。しかしながら、国内の実体経済は、雇用情勢や

所得環境等、依然として改善が見られず、先行き不透明な状況で推移いたしました。　

このような状況の中、海運業界は荷動きが一部回復しつつありますが、燃料油価格の高騰等により依然

として厳しい状況にあり、造船業界につきましても、船腹過剰の継続や韓国・中国との価格競争による船

価の下落等厳しい状況にあります。　

当社といたしましては、このような環境下、仕事量確保のための営業活動と製造工程でのコストダウン

に努めた結果、当第１四半期累計期間は、売上高2,811百万円（前年同期比7.3％減）、経常利益98百万円

（前年同期　経常損失６百万円）、四半期純利益60百万円（前年同期　四半期純損失６百万円）となりま

した。　

　

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(3) 研究開発活動

当第１四半期累計期間の研究開発費の金額は34百万円であります。

　

(4) 従業員数

当第１四半期累計期間において、従業員数の著しい増減はありません。

　

(5) 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい増減はありません。

　

(6) 主要な設備

当第１四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,400,00015,400,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数
1,000株

計 15,400,00015,400,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年４月１日～
平成25年６月30日

─ 15,400,000 ─ 1,510,000 ─ 926,345

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成25年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 94,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,058,000
15,058 ―

単元未満株式
普通株式

248,000
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 15,400,000― ―

総株主の議決権 ― 15,058 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成25年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社赤阪鐵工所

東京都千代田区
有楽町一丁目７番１号

94,000 ― 94,000 0.61

計 ― 94,000 ― 94,000 0.61

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成25年４月１日から

平成25年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)に係る四

半期財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,086,802 3,111,517

受取手形及び売掛金 ※
 3,317,840

※
 3,467,651

製品 300,000 136,139

仕掛品 2,531,183 2,471,242

原材料及び貯蔵品 444,867 461,026

その他 147,406 184,804

貸倒引当金 △1,331 △696

流動資産合計 9,826,768 9,831,686

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,717,730 1,720,718

その他（純額） 1,651,738 1,616,037

有形固定資産合計 3,369,468 3,336,755

無形固定資産 23,245 21,731

投資その他の資産

投資その他の資産 1,510,350 1,489,550

貸倒引当金 △22,621 △22,618

投資その他の資産合計 1,487,728 1,466,931

固定資産合計 4,880,443 4,825,418

資産合計 14,707,211 14,657,104

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,334,038 2,477,554

短期借入金 962,320 865,858

未払法人税等 36,427 41,729

引当金 217,322 144,177

その他 862,561 861,074

流動負債合計 4,412,669 4,390,393

固定負債

社債 248,000 248,000

長期借入金 1,222,760 1,210,356

退職給付引当金 107,475 83,626

役員退職慰労引当金 158,553 161,516

その他 346,874 338,357

固定負債合計 2,083,663 2,041,856

負債合計 6,496,332 6,432,249
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(単位：千円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成25年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,510,000 1,510,000

資本剰余金 926,345 926,345

利益剰余金 5,551,663 5,581,252

自己株式 △30,442 △30,456

株主資本合計 7,957,566 7,987,142

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 253,311 239,881

繰延ヘッジ損益 － △2,169

評価・換算差額等合計 253,311 237,712

純資産合計 8,210,878 8,224,854

負債純資産合計 14,707,211 14,657,104
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

売上高 3,033,344 2,811,318

売上原価 2,664,387 2,358,487

売上総利益 368,957 452,830

販売費及び一般管理費 388,280 372,892

営業利益又は営業損失（△） △19,323 79,938

営業外収益

受取利息 55 106

受取配当金 8,286 8,596

スクラップ売却益 7,666 7,629

受取技術料 － 11,445

貸倒引当金戻入額 6,576 638

その他 5,972 2,905

営業外収益合計 28,557 31,322

営業外費用

支払利息 15,814 12,306

その他 352 556

営業外費用合計 16,166 12,862

経常利益又は経常損失（△） △6,932 98,398

特別損失

固定資産除売却損 2,915 －

特別損失合計 2,915 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △9,848 98,398

法人税等 △3,714 38,198

四半期純利益又は四半期純損失（△） △6,133 60,200
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【注記事項】

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　

　
当第１四半期累計期間

(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

税金費用の計算 税金費用については、事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効

税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しており

ます。ただし、見積実効税率を用いて税金を計算すると著しく合理性を欠く場合は、法定

実効税率を使用しております。

　

(四半期貸借対照表関係)

※　四半期会計期間末日満期手形の会計処理について、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当第１四

半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会計期間末残高に

含まれております。

　

　
前事業年度

(平成25年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成25年６月30日)

受取手形 114,156千円 103,740千円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　

　
前第１四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

減価償却費 129,451千円 101,189千円

　

(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 45,919 3 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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当第１四半期累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 30,610 2 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

関連会社に関する事項

当社が有しているすべての関連会社は、損益及び利益剰余金その他の項目からみて重要性の乏しい関

連会社であるため、記載を省略しております。　

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業は舶用内燃機関及び部分品の設計・製造・修理・販売及びその関連事業を主体とした単一

セグメントであるため、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は以下のとおりでありま

す。

　

項目
前第１四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）(円)

△０円40銭 ３円93銭

 (算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）(千円) △6,133 60,200

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）(千円)

△6,133 60,200

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,306 15,305

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期累計期間は、１株当たり四半期純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第１四半期累計期間は、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成25年８月７日

株式会社赤阪鐵工所

取締役会  御中

東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    山    内    佳    紀    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    服    部    信    義    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社赤阪鐵工所の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第116期事業年度の第１四半期会計期間(平

成25年４月１日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30
日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。
　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社赤阪鐵工所の平成25年６月30日現在の財政状
態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす
べての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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